
労働者の貯蓄とライフ⑧サイクノレ仮説

　　　　　蓄積基金の形成をめぐって

大　　野　　秀　　夫

はじめに

労働者の貯蓄範囲壽

労働力の再生産と貯蓄の必然性

消費遇程と貯蓄率の相対的自律性

現実におげる客観的諸要因と貯蓄率の変動

貯蓄とライフ・サイクル

むすび

i、はじめに

　近年，金融の自由化，経済摩擦，財政改革等の諾問題に関連して，個人貯蓄

をめぐる論議がさまざまな角度から盛んに行われている。ことに，第109臨時

国会において，税制改革法案が成立し（参議院本会議　昭和62年9月19目），

少額貯蓄非課税制度の原則廃止が決定された。今回の改正は5年後に見直しと

いう条件が付いているので，今後も論議は継続すると考えられるが，金融自由

化の進展，経済摩擦，財政改革，為替相場や株式相場の著るしい不安定という

現実の諸問題の嵐の中で，廃止されて行った少額貯蓄非課税制度及ぴその廃止

の持つ意義を明らかにし，さらに5年後の見直しに備えて，当然のことながら

個人貯蓄ことに労働者の貯蓄に関する経済理論の必要性が痛感されるところで

ある。しかし，従来から特に労働者の貯蓄を労働価値論の立場から，経済理論

の原理的次元から見直していく本格的な論議は殆ど行われていない。

　確かに個人貯蓄に関する研究は多く，財テク・ノウハウに近いものまでいれ

ると，その情報量は彩しい。しかし，多くの研究においては個人貯蓄は単なる

個人の貯蓄でしかなく，貯蓄の源泉である所得の本質的相違に遡って貯蓄を見

ていく貯蓄経済論は少ない。同じ個人貯蓄であっても貯蓄源泉の相違によっ
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て，貯蓄それ自体の経済的意義は本質的に異っている。

　他方，個人所得の本質を厳密に区別するマルクス経済学においては，労働者

の個人貯蓄は資本蓄積や再生産に重要な役割を果すものとしての地位は全く与

えられていない。そのため，従来個人貯蓄に関する経済理論は殆ど展開されて

いない。それは，極めて抽象的な基本命題を固定的に把握し，より現実的な次

元におげる労働者の貯蓄を過小評価することから来ていると早られる。

　抽象的原理からより具体的次元へ上向して行く過程で，具体性を高めるにつ

れて，それぞれの次元に固有の理論的課題が出現し，それらを明らかにするこ

とによって，理論は複雑化し，具体化し，精綴化してくる。そして，どの程度

の具体的レベルで対象を分析するかは，対象に固有の論理がいかなる段階の柚

象レベルであるかによることである。

　労働者の貯蓄はマクロ経済においては動態に固有の課題であり，現状分析や

政策論の展開のためたは，その前提として明らかにしておかなげれぱならない

重要な課題の一つである。

　本論はかかる観点から労働者の貯蓄の理論を動態論に固有な論理として構築

しようと試みるものである。

2。労働者の貯蓄範蟻

・ここでは労働老の貯蓄という範蟻を何故考えるのかということから先ず明ら

かにしておきたいO

　資本主義的生産が行われている杜会では，諸個人の所得は原理的1抽象的に

は労働者階級の剰余労働によって形成される資本家の所得と必要労働によって

形成される労働者の所得に分げられる。杜会の存続1発展のために必要とされ

る資本の蓄積は一般に資本家の所得たる剰余価値（＝利潤）の蓄積によって行

われるものである。しかしこれは拡大再生産をもっとも抽象的な形態で把握す

るものであって，いわは拡大再生産の静態的把握である。

　これに対し，動態としての拡大再生産においては，静態的次元では再生産に

内在する可能性としての論理が現実的に機能する論理として立ち現われて来さ
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るをえない。これらの諸可能性のなかで再生産過程のタイナミスムを解明する

うえで重要な一要素は労働老の貯蓄の問題である。

　労働価値論の立場からは，従来これは殆と間題にされてこなかった。それは

労働者の貯蓄が原理的には蓄積基金でないにかかわらず，再生産の動態におい

ては一定の条件の下においては（この条件は現実的再生産の過程では　般的に

ありふれたものであるが），その一部が蓄積基金として機能するという事態が

見落されているからである。これは労働者の貯蓄が単に信用制度次元におげる

貨幣資本の蓄積のわずかな一部分に隈定されるのでなく，再生産次元での重要

た地位を占めるものであることを示すものである。

　労働者の貯蓄が拡大再生産の動態的次元において重要な範蟻の一つになると

いうことは，資本主義的再生産過程はその動態的過程においては労働者の貯蓄

をその運動する過程の内部に含まざるをえないということである。そしてその

理由は，それぞれについては後で明らかにするが，第1に杜会的総資本の再生

産の論理的前提としての個別労働者の労働力の再生産過程は必然的に貯蓄を含

まざるをえないからである。第2に杜会的総資本の再生産においては，一定の

条件の下において労働者の貯蓄が蓄積基金として機能するからである。

　ただし注意しなげればならないことは，労働者が貯蓄することと，その貯蓄

が蓄積基金として機能するかとうかということは別問題である。この点では資

本家の所得からの貯蓄とは本質的に異る。資本家の蓄積基金部分はそれが貯蓄

によって貨幣資本（G）化されるが，それに対応する現実資本（W）の存在は論

理的には保証されている。これに対し個々の労働者が貯蓄しても，拡大再生産

に一定の条件がなげれは蓄積基金として機能しうる貨幣資本の形成は不可能で

ある。しかし，条件さえ存在すれぱ個々の労働者の貯蓄から，労働老階級とし

ての蓄積基金が貨幣資本（G）として形成される。そしてその貨幣資本（G）に

対応する現実資本（W）の存在は資本家の所得の場合と同様に論理的には保証

されている。

　資本主義的生産が労働者の貯蓄を内包するものとすれは，それが再生産過程

においていかなる意義をもつのカ㍉換言すれば，賃金の一部が貸付資本として
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再生産遇程で蓄積基金として機能する遇程を明らかにすることによって，労働

者の貯蓄という範囲壽がはじめて理論的た位置付げを与えられることになる。

　そのためには，労働者の貯蓄を次の3つの次元において，多元的に把握しな

げれぼならない。第1は労働者自身による労働力再生産の次元において，貯蓄

とは何かということ，その必然性を明らかにすることである。第2はこの必然

性に基いて労働者の家計において行われる貯蓄が杜会的総資本の再生産過程に

おいて，いかなる条件の下にどのような機能を果すのかということである。す

なわち，労働老の階級としての貯蓄が蓄積基金として機能することに関わる間

題は，この次元においてである。第3は信用制度次元において，労働者の貯蓄

がどのように貸付資本に形成されていくのか，そしてこの貸付資本は現実資本

の蓄積ととのような関係にあるのカ㍉　という把握が必要である。

　本稿においては特に第1の労働者個人の次元におげる貯蓄の意義と必然性を

中心に論じ，さらに第2の次元への上向の媒介論理としての労働者階級の純貯

蓄＝蓄積基金の形成を検討してみることにする。

3、労働力の再生産と貯蓄の必然性

　ここでは労働賃金が価値としてどのように量的に規定されるかという点から

確認しておきたい。

　マルクスは賃金が労働者の生涯と関係して決定されることについて，r人の

知るように，労働力の目価値は労働者のある一定の寿命を基準として計算され
…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

ており，この寿命には労働目のある一定の長さが対応する。」（傍点筆者）と述

べているが，これは賃金（＝労働力の目価値）は労働者が生涯を完了しうる水

準に決定されるということを意味するものと考えられる。換言すれば「労働力

の価値は，他のどの商品の価値とも同じに，この独自な商品の生産に，したが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
ってまた再生産に必要な労働時剛こよって規定されている。」ということであ

り，このr労働力の生産に必要な労働時問は，この生活手段の生産に必要な労

働時間に帰着する。言い換えれぼ，労働力の価値は，労働カの所持者の維持の
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
ために必要な生活手段の価値である。」，そして「生活手段の総額は，労働する
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個人をその正常な生活状態にある労働する個人として維持するに足りるもので
　　　　　　　（4）
なげればならない。」ということである。さらに，マルクスは労働力の価値につ

いて次のようにも述べている。「労働力の価値も，それを生産するのに必要な

労働量によって決定される。人間の労働力は，彼の生きている個体のなかだげ

に存在する。人問が成長し生命をつなくためには，一定量の生活必需品を消費

しなげればならたい。だが，人問もやは．り機械と同じく消耗するから，ほかの

人間がいれかわらなげれぱならない。彼には、自分自身の維持に必要な生活必

需品の量のほかに，さらに一定数の子供　　労働市場で彼にいれかわり，労働

老種族が永続するようにする子供　　を育てあげるための生活必需品の一定量

も必要である。なおそのうえに，自分の労働力を発展させ，一定の技能を習得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
するために，さらにある分量の価値が費やされなげればならない。」と。

　これらの叙述からも明らかなように，マルクスは「労働する個人をその正常

な生活状態にある労働する個人として維持するに足りる」労働力の価値を規定

する諾要因を次の3つに分類している。

　第1に，労働者の目常生活の食・衣・住の水準に関しては，一国の自然条件

によっていろいろ違うとともに，他方，これらの消費資料に対する欲望の範囲

やその充足の仕方は歴史的な産物であり，労働者階級がいかなる条件の下に形

成されたかによって定まること。

　第2に，　般的な人間の天性を変化させて，一定の労働部門が必要とする技

能と熟練を持った独自の労働力が養成されなげればならないこと。

　第3に，労働市場においては，労働者は消耗と死によって引き揚げられる

カ㍉それは労働者の子弟によって補充されラ労働力商品市場が永続しなけれは

たらないことO

　これらの3分類された労働力の価値量の規定諸要因に労働カの再生産に必要

なすへての要因が含まれている。そこてこれらの規定要因をわれわれの立場か

ら敷術し，さらにそれらの要因が貯蓄を必然化する基盤であることをみよう。

　第1に，食料，衣料あるいは住宅のように，毎目の生活のために欠くことの

できない物的生活資料を入手するための支出は，労働力を再生産するためのも
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っとも基礎的な費用である。これらの基礎的な生活資料は目常生活において

は，経常的に購入しなげれはたらないものと，耐久消費財のように，その消耗

に応じて1年に1回とか数年に1回とか購入すれぼよいもの，また家具や住宅

のように労働者の生涯において1，2回の購入で足りるものもある。これらの

生活資料はその購入頻度のいかんにかかわりなく，毎目の平均収入によって生

涯の総支出が償われなければならないのである。

　そのためには，目常の労働力支出によって取得する賃金の一定割合を保留し

ておき，少なくとも4半期に1度あるいはそれ以上の期間を置いて購入される

消費資料を購入するために，計画的に支出されなげればならない。また住宅の

ようにその購入金額が大きい財貨の購入には長期的な購入計画を立て，多額の

賃金を保留しておかなければならない。

　このように，労働者は人問としての生存と労働力の再生産のために必要な生

活資料を合理的に入手し，労働老としての労働力の生産基盤となる肉体を可能

な隈り効率的に再生産するためには貯蓄をせざるをえない。こういう意味で，

労働者の貯蓄行動は労働者の肉体的再生産のための必然的な条件である。

　第2に，産業の一定部門が必要とする技能と熟練度を持った労働者の基礎的

教育と技能的養成である。これは子供が一人の労働者に成人するまでの養育費

のうち，教育に関する側面である。このように労働者が子供を教育すること

は，産業杜会の技術的構造の変化1発展に対応しうる労働力の世代交代を円滑

に行い，杜会的総資本の再生産を継続させるためをこも必要な条件である。

　労働者としての後継者の養成は教育費の支出時期が子供の年令でほぼ決まっ

ており，しかも，子供の人数や年令の爵ぎ，受けさせる教育の種類や水準等の

関係で，労働老の特定の年令域に子供の教育費の支出が集中する性質がある。

　㈲　第1図はモデル世代の生涯収支を示したものである。純然たる労働老家計ではない

　　が，労働者の場合でも傾向は類似しているとみられる。40歳台後半から50歳台前判こ

　教育費支出が集中している。

　したがって，これらの集中的支出に備えるために，予め貯蓄しておく必要が

ある。
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モデル世帯の生涯収支（昭和61年価格）第1図
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　第3に，目常の家庭生活において，家族の病気や災害等の全く予測不可能な

事故が発生し，不時の支出が必要になることがある。もちろん，個別家計に取

って予測不可能な事態も保険統計学的には，その確率は予測可能であるから，

現実には営利保険や杜会保険によって対応されるが，それがカバーできない部

分は杜会保障によって対応されている。しかし，緊急な支出や雑多な支出に対

応するには限界があるので，個別家計にとっても最少限の貯蓄は欠くことがで

きない。

　第4に，労働市場において労働者は漸次消耗し，年を取るにしたがって，あ

る段階で労働力の商品化が不可能となってくる。しかし，労働者がその年令に

達した時は，子供が後継労働者として労働市場に登場してくる。これが退職

（ret1rement）である。退職後の生活をとう考えるかであるカ㍉　賃金が労働力

の再生産費てあるということは，当然に賃金の中に退職後の生活費が含まれて

いるものとしなけれは1ならないO

　一般に，退職後の生活については2通りの方法が考えられる。一つは，子供

が老後の親の生活費を負担する場合と，二つは，本人自身が現役労働者である

問に，退職後の生活のために貯蓄をしておくという考え方である。

　しかし，この両者は世代の継続を前提にして考えれば，杜会的には同じこと

であるが，個別家計の立場から見れば性格が異ってくる。もちろん，いずれの

場合においても退職後あ生活費は労働賃金に含まれなくてはならない。第2図

は生涯と退職後の生活の関係を図示したものである。

　　　　　　　　　　第2図　生涯と退職後の生活

　　　紐　　　　　　自　　　　　　　　　　　　退　　　　　　死
　　　生成育時代立　　就業時代　　職退職時代亡
　親
　　　　　　　　　　　　A」一一・．・・壱“　一1C

本人

子供
lA」一■一一・下一’　lC

第2図において労働者の生涯を成育時代，就業時代，退職時代に3分してい

る。矢印の点線Aは親が子供を育てることを示し，点線Bは就業時代に自分の
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退職後の生活のために貯蓄をし，それで退職後の生活を支える関係を示し，点

線Cは子供が就業時代に退職後の親の生活を支える関係を示している。

　この図で，「本人」を中心に考えてみると，AとBの組合わせをとる場合

は，子供を養育しながら，他方で自分の退職後に備えて貯蓄する場合であり，

AとCの組合わせをとる場合は，一方で子供を養育しながら，他方で退職時代

にある親を扶養する場合である。この何れの組合わせを取るかは，基本的には

労働カ再生産の場としての家族の在り方によって規定されてくる。‘家庭が親。

本人・子供の三世代同居を基本構造とすれば，AとCの組み合わせで生計を立

てられるであろう。しかし，核家族化現象が進んでくれば，本人は自立する時

に親と別の生計を立てることになる。したがって，第2図でみれば本人1子供

の家庭と親の家庭が分離することになる。この分離は必ずしも本人による退職

後の親の扶養の放棄を意味しないが，核家族化の進展と一般化は，老後の生活

費を就業時代に貯蓄するという傾向を強めるであろうことは明らかである。

　以上，労働力の価値（二賃金）を量的に規定する諸要因を類別し，何れの要

因も労働力の再生産のために十全に機能するためには，その支出が労働者のラ

イフ1サイクノレに従って計画的に調整されなければならないことが明らかにな

った。ここに労働老の生活としての労働力の再生産過程における貯蓄形成の必

然性がある。

4、消費過程と貯蓄率の相対的自律性

　労働老の生活にとって貯蓄形成が不可欠であるとすれぼ，ではどの程度の貯

蓄が行われるかということは，理論的な立場からのみならず，政策的立場から

も解明すべき重要な課題である。これは具体的には貯蓄率の水準及びその決定

要因の解明ということである。これらの貯蓄率や決定要因の確定や関係の分析

が貯蓄論の重要課題であることは論を待たないカ㍉ここでは分析視角を変えて

特に次のような点を明らかにすることとする。

　貯蓄率は後でもふれるが，　（後出の第1表及び第4図参照）短期的，中期的

には非常に安定しているということ，及び同じ先進諾国を取ってもその水準が
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非常に違っているということである。この短。中期的安定性と諾国家問の水準

の相違をどう理解すべきであろうか。

　この点についてまず結論から先に言えぱ，貯蓄におげるこれらの性質は貯蓄

率の決定主体である労働老階級の主体性の反映であるということである。この

ことが，貯蓄率の決定に当って労働者の主体性をその水準に反映せしめ，資本

の運動の諸結果に対して相対的に自律的な運動を行わしめ，短・中期的な安定

性を作り出すとともに，単に経済的。客観的諸条件のみならず，杜会的1文化

的諸条件が労働者の主体的意識に媒介されることによって，貯蓄率の国家問に

おげる相違を形成すると考えられる。

　そこで，本節においては，貯蓄率の安定性と，国家間の相違の基底にある貯

蓄率の決定におげる相対的な自律性を明らかにする。

　労働者にとっては杜会的総資本の再生産が可能になるように，労働力の価値

としての賃金が決定される，それによって労働者の生命の再生産，したがって

また労働力の再生産が可能となる。しかし，この労働力の再生産は労働者の生

活過程を通じての生命の再生産の結果として行われるものであって，こうして

生み出された労働力は決して商品として販売することを目的として生産せられ

たものではない。なぜなら，労働者の生活過程は資本の再生産過程のような特

殊歴史的規定に基づく過程ではなく，歴史的に特殊な労働老の生活過程という

形態をとりながらも，本質的には普遍的な人問の生存の過程であり，それ故に

資本の特殊歴史的た運動の規定力の範囲を超えて，それ自体の論理を展開す

る。換言すれば，労働者の生活過程はその隈りにおいて，資本の運動に対して

自律的であり，それ自体の主体性を持つということである。

　ところで，宇野弘蔵氏は労働力とその商品化について次のように述べている

が，これを手掛りにしながら，労働者の生活過程の自律性，主体性について明

らかにしておきたいO

　r労働力の販売は，労働者にとっては，これによってその生活資料を得るこ

とを目的とするものである。W－G－W！の過程である。しかし，このWは

たとい　般的に労働力の商品化が前提されているとしても，それ自身では商品
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として生産せられたものとはいえない。少なくとも，生活資料としてのW1を

消費して，これによって労働力がWとして生産せられるとはいえない。生活

資料は労働者の生活のために消費せられるのであって，これを原料その他の生

産手段として労働力が生産せられるわげではない。　　　W1とWとの問は，

流通過程が生産過程によってではなく，消費過程によって中断せられているの
　　（6）
である。」（傍点筆者）。ここで強調されているのは，労働者による労働カの生産

が，生産手段（生産資本W）の投入によって商品生産物（商品資本W1）が生産

されるのとは本質的に異るという点である。そしてその理由はW…P…Wに

おいては流通過程が生産過程（P）によって中断されるのに対し，労働力の生産

においてはW1（消費財）…C（消費過程）…W（労働力）というように，消費過程

（C）によって中断されているからだという。とするたらば，資本による生産過

程（P）と労働者による消費過程（C）の本質的相違が労働力の性格規定にかかわ

ってくることになる。宇野氏はこの点についてはとくに説明しているとは考え

られないが，資本の生産過程（P）との対比におげる労働者の消費過程（C）にお

いて，後老の消費過程は生命再生産活動の一環であり，本来その活動自体は資

本の生産過程（P）とは関わりがないにかかわらず，資本主義的生産の支配的杜

会では生命再生産活動自体が資本主義的生産活動の一環として編成されること

になる。しかし，そのことは労働者の生命再生産活動それ自体が直接に資本の

論理によって支配されることを意味するものではないし，その自律性を奪い尽

くすことを意味するものでもない。以下，この点について若干の展開を試みた

い。

　労働者の立場からみて，W（A）一G－W…C…W（A）の過程を資本の再生産

過程の中においてみると，第3図のようになる。ここでは，労働者が労働力

（A。）を商品（W。）として販売し，可変（貨幣）資本（G。）を賃金として受げと

り，それを支出して消費財（W1。）を購入するという流通過程を経て，消費過程

（C）が続く。消費過程は労働者の生活過程＝生命再生産過程の最も基本的な一

部分であり，人問として自已を実現する遇程である。それ故，それ自体が自已

目的であり，資本の運動に直接規定されることなく，主体的に行動しうる過程
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第3図　資本の循環と労働者の生活過程

∴∴ニス∵二11｛：二二？

　　　　　　　1　＼岨、貯蓄、（消燗程）1　㌧
　　　　　　　←一一　　（生繍）…一……一一一一今

である。この過程の結果として労働する能力が生産される。こうして労働力

（A・。。）は労働力商品（W・、1）として，第t＋1期の可変（貨幣）資本（G、十、）に

よって資本家に購入され，賃金所得（G。。1）となる。

　資本循環過程に一部を包含された労働者の生活過程を労働力の再生産に視点

を置いてみると，以上のような運動の繰り返しとしてあらわれる。これはA。

（W。）一GrW・。という流通過程とA、十、（W、、1）一G、十rW・、十1という流通癌程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
が労働者の消費過程に媒介されて，継続していることを示すものである。

　㈲　ここでは消費過程を流通過程を媒介するものと把えているが，宇野氏は先の引用箇

　　所にもあるように「流通過程が，生産過程によってではなく，消費過程によって中断

　　せられているのである。」としているが，資本の運動という観点から見れば確かにそう

　　であって，生産過程にとって異質な消費過程の介在は中断といえるであろう。しかし，

　　杜会的総資本の立場でなく，それをも含めた杜会め総再生産過程という立場からみれ

　　ば，消費過程の媒介なしには資本は自身が再生産を続けるに不可欠な労働力を確保で

　　きない。

　労働者の消費過程（C）は生活過程のもっとも基本的な部分であり，At（W。）

」GrW．1…C…A。キ1（W。。エ）は労働者の生活過程の全物質的側面を示してい

る。消費過程は商品の通流過程を異質な論理で媒介することになる。それは資

本の論理としては中断であり，その媒介の過程の結果として労働能力（＝労働

力）が生まれてくる。したがって，労働者の生活遇程はこうして生み出された

労働力の商品化をもって始まるものとしなげればならない。

　労働者の生活過程したがってまた消費過程は生活老としての労働者の生命の

再生産過程であり，決して商品としての生産過程ではない。ただ資本が杜会の

全生産を包摂している資本主義杜会にお・いては，r直接の生産者が，生産手段
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
を持たないで商品経済の杜会で生活するためには，労働力をでも商品化」する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
以外に生命の再生産を継続しえないということである。

　㈲　角田修一氏が「従来のマルクス経済学のもつ狭さのために，その対象としても理論

　　体系のうえでも，いわば欠落してきた問題（テーマ）」として，生活様式の経済理論の

　　積極主張を展開しているのは，貯蓄理論の構築のためにも労働者の生活過程の経済理

　　論的展開を必要とする筆者の立場に通じるものであり，注目される。氏はその基本的

　　立場として次のように述べている。「マルクスのいう『生活の杜会的生産』や『物質

　　的生活の生産様式』の意味を『物質的財貨の生産様式』とこれを基礎とする『生命再

　　生産様式』との統一として理解するものであり，……」　（『経済の新展開』第4章生活

　　様式の経済理論〔講座〕構造転換4　101～128頁参照）

　労働力は労働者の肉体によって，商品として生み出されるものではないとい

うことは，労働力に関する限り，資本の論理はこれを全面的に支配しえないと

いうことである。労働力の価値が賃金所得（G。）の形で労働者の手に入って後，

それを具体的にどのように分割し，何を求めて支出するかは，生活者としての

労働者の生命再生産活動の核心であり，労働者の主体性，自律性に属すること

である。資本は労働者の消費構造そのものを包摂し尽すことはできない。これ

カ㍉労働力が商品として生産されるものではないということの、冒、義である。

　もちろん，労働者の主体性，自律性といっても，労働の能力としての労働力

（A。）が労働力商品（W。）化し，それがさらに賃金所得（G。）化する過程，すな

わちA。→W。とWrG。の過程は基本的には資本主義に特有な人口法則の論理

に規定される。したがって，消費過程におげる労働者の主体性は，その限りで

は極めて限定されたものにならざるをえない。しかし，それにもかかわらず労

働者個人の生活過程は所得の支出行動において，資本に対して一定の自律性，

独自性を持つことになる。

　労働老個人の消費行動は賃金所得の範囲内においては，その支出の量的諸関

係には一定の弾力性がある。労働者がこの弾力性を主体的に利用するとき，消

費過程は資本の論理に対して，一定の自律性を持ちうるということである。換

言すれぼ，労働者は資本が生産した商品資本の価値実現に好都合なようにのみ

消費活動を行うロボットではな、いということである。
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　この自律性がどのように現われてくるかを，消費活動の量的及び質的側面か

らみると，次のようになるであろう。いま，労働者の賃金所得の大きさを資本

との関係で与えられるとすると，労働者は労働力の再生産のためにその所得を

とのように支出するであろうか。確かにr労働賃金は労働力の再生産費である」

という一般的規定を前提としながらも，労働者が生きた人間として，破綻たく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
生活を維持。継続するためには，支出行動の態様が重要な意味をもってくる。

　㈲　賃金は杜会的平均としては労働力の再生産費になるカ㍉その賃金をとのように支出

　するかは，直接には消費主体としての労働者の生活上の主体的な価値判断に依存する

　　ところが大きい。

　　　この判断の客観的に見た杜会的傾向は，ケイソズのいう「大きな確信をもって依拠
　　　　　　　　　　　　　　（8）
　することのできる基本的心理法則」に近い。しかし，われわれはケイソズのように消

　　費者一般の心理法則としてではなく，賃金を所得源泉とする労働者階級と剰余価値を

　所得源泉とする資本家階級とでは，支出行動の態様が基本的に異らざるをえない，と

　　の立場に立つ。

　前節でみたように，生活を維持・継続し，労働力を再生産するためには，賃金

所得の支出に際してはその時問的調節としての貯蓄が不可欠である。そして，

賃金所得の消費支出と貯蓄への振り分けは，労働者自身の複雑な価値判断の結

果として行われるものであって，この振り分げに関しては資本の論理がそれを

全面的に支配することは本質的に不可能である。貯蓄の決定と密接に関連する

消費支出の量的な仕訳げに関しては，消費財の種類。品質・価格・支出可能金

額等の諸要素の組合せに基つく多様な選択肢が存在し，その何れを選択するか

は労働者各人の家族構成，人生観，世界観等にかかわる複雑な価値判断の積み

重ねの結果として決定されることになる。

　例えぼ，相似た家族構成で賃金所得もあまり差のたい場合でも，家族によっ

てはその所得の大部分を消費支出に振り向げる者もあれぼ，他方，労働カの生

理的再生産に支障のない限り，出来るだげ多く貯蓄しようとする支出行動を取

る場合もあるであろう。’

　また，われわれの目常生活において，食・衣1住。耐久消費財。教養・娯楽

等の何れに消費支出の重点をおくかで消費の質は非常に異ってくる。それは，
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現代杜会では各産業部門の生産力の発展と技術進歩により，代替性のある多種

多様な消費資料が多量に生産され，消費選択の幅が広まり，一定額の消費支出

に対しても多様な消費パターンが可能にたってきているからである。

　さらに，長期的に見た場合，労働者階級の実質所得水準カ干トレソドとして上

昇してきており，多様な消費バターノの選択それ自身が弾力的に行われるよう

になってきていることも否定できない。

　このような状況の中で，自らの生活水準や生活形態さらには貯蓄率を選択

し，決定するのは労働者自身である。それ故に，貯蓄率は経済成長率や資本蓄

積率，物価動向等の客観的たマクロ指標に対応して変動せず，非常に安定的で

あり，さらに国民経済的に見ても，その国々に特有な一定の値を保持しようと

する特徴を持っていることも明らかである。この安定性や国民経済的特徴は労

働者を取りまく客観的諸要因のみで説明し尽くすことは困難であり，これ以外

の要因として，歴史的に形成されてきた杜会・文化的特性が労働者の主体的判

断を通じて，これらの安定性や禺民経済的特徴の形成にあずかっている点を見

逃すことはできない。

5。現実における客観的諸要因と貯蓄率の変動

　第1表は昭和45年から60年に至る間の杜会的総資本の再生産活動の結果とし

ての実質国内総生産，非金融法人企業の貯蓄率，家計レベルにおける全世帯と

勤労者世帯の実質年間収入及ぴそれらの流動性貯蓄率の変動状態を比較したも

のである。

　この表から次のようなことが明らかである。第1に，非金融法人企業の貯蓄

率の変動状態と全世帯及ぴ勤労者世帯の実質年間収入の変動状態（対前年増加

率に示されている）は，実質国内総生産の変動状態にほぼ従って変動している

ということである。

　第2に，全世帯及び勤労者世帯の流動性貯蓄率は実質国内総生産の変動傾向

とはちがって，さしたる変動を示していない。したがって，家計とくに勤労者

世帯においては，実質年間収入の変動にもかかわらず，流動性貯蓄率は非常に



38

第1表 実質国内総生産，全世帯。勤労者世帯実質年問収入及び貯蓄率
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（資料）1．

　　2．
（注）　1．

　　2．

3
．

実質国内総生産及び非金融法人企業貯蓄率は『国民経済計算年報』より

全世帯及び勤労者世帯についてはr貯蓄動向調査報告』より

非金融法人企業の貯蓄率は主として営業余剰及び財産所得からなる受取額に対する貯蓄額の比率

全世帯及び勤労者世帯の貯蓄率は流動性貯蓄率である。

　　　流動性貯蓄率箒　貯蓄の純増滅額・負憤の純増滅額　×100

　　　　　　　　　　　年　間　収入
全世帯及ぴ勤労者世帯の年間収入は消費者物価指数で実質化したもの。

安定的であるということである。そして，実質年間収入の伸び率が低下した場

合には，むしろ逆にわずかではあるが上昇気味である。この傾向’は家計の消費

行動における生活防衛反応とも考えられるが，なお詳細に検討さるべき課題で

ある。

　　　　　　　第2表貯蓄率の平均及び散布度（昭和45～60年）

非金融法人企業

全　　世　　帯

勤労老世帯

貯蓄率の平均

14．9％

10，8

10．6

標準偏差

10．4

2．4

1．5

変動系数

69，8

22，2

14．2

　　　　　　　（注）第1表の資料より作成

　第3に，同じ個人世帯でも全世帯と勤労者世帯の貯蓄率は，第2表からも明

らかなように，年々のばらつきは勤労者世帯のほうがはるかに小さい。その理

由は全世帯と勤労者世帯の構成内容の相違にあると考えられる。「貯蓄動向調

査」によれば，勤労者世帯は労務者と民問及び官公庁の職員となっており，い
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ずれにしろ事業体に雇用された労働者が大部分である。これに対して，全世帯

は調査対象が勤労者とともに，一般世帯としての個人営業者，法人経営者，自

由業者，その他（芸能人，職業スポーソ家，議員，内職なと），無職なとを含

んでおり，構成が異質な業種，職種の混合であり，資木の再生産の立場からみ

ても，資本家，小零細資本家から労働者までを含んでいる。この中でも小零細

資本家や自営業は景気変動につれてその利潤所得部分の変動が大きく，それに

つれて貯蓄率は大きく変動するので，全世帯の貯蓄率の変動を大きくさせるこ

とになる。

　さて，このような杜会的総資本の再生産の状態と，家計の貯蓄率の関係から

みて，とくに勤労老世帯におげる流動性貯蓄率は相対的な自律性＝安定性を持

っていると考えられる。

　次に，第4図に主要国におげる家計の貯蓄性向の国際比較を示しているが，

　　　　　　　　　　　第4図　家計貯蓄性向の国際比較

　　　（％）

貯
蓄

率20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イタリヤ

　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧＿日本
　15　　　．〆・へ、

　　　　　　　　＼、、　　一が．一“1へ、堕、
　　　　　　　　　　、一一一甘・一　　　　　＼　　　　．．パ西ドイツ

　　　　　　　　　　　　　　／＼
　10　　　　　　　　！　＼＿．
　　　　ト　　交　　　　〆　　　　『＼
　　　　一〉へ、二、一、一一へ、レ＼イギリス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼！！　＼＼
　5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌻アメリカ

　　0　　　　197374　75　76　77　78　79　80　81　82　83　84　85　86（年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西暦

（資料）目本銀行調査統計局編「国際比較統計」1987

　　　　　　　　　　　家計貯蓄（注）　1　貯蓄性向一　　　　　　　×100
　　　　　　　　　家計可処分所得
　　　2．家計他に各国とも個人企業を含み（ただし西ドイツは個人企業貯蓄
　　　　　を除く），米国，イギリス，西ドイツは民間非営利団体も含む。
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この図から分かるように，国民経済別にみた場合，各国の家計貯蓄にはそれぞ

れの国に固有な貯蓄性向の水準がみられることである。

　これは家計全般についてみたものであって，純粋に労働者の家計についてみ

たものではないので，各国におげる家計の種類別分布状態，法人経営者，個人

営業者，自由業老等の国別な異質性を考慮すれは，この資料のみから日本の労

働老世帯の貯蓄性向の高さを断定するのは早計であろう。しかし，大体の傾向

として，　般に日本やイタリヤの労働者世帯の貯蓄性向が高いことを伺わせる

ものである。

　従来，マルクス経済学においては，労働者の消費過程についてはほとんど取

り上げられることがなかった。たしかに賃金所得で消費財を購入し，それを消

費して労働力が生産され，それが商品として資本家に販売される限りにおいて

は，杜会的総資本の再生産過程にとっては，労働者の消費遇程は単なる消費過

程であり，労働力生産の背後にある個人的な生活の単なる営為に過ぎない。

　しかし，消費過程＝生活過程＝生命再生産過程において労働者の貯蓄が行わ

れ，しかもそれが単なる労働者の個人生活の営為の一部に止まらず，杜会的総

資本の再生産過程，したがってまた総過程に対して重要な関係を持つとすれ

ば，かかる貯蓄を形成する場としての労働者の消費過程に立入った検討をも行

う必要があろう。

6。貯蓄とライフ1サイクル

　労働力の価値は，労働力の所有者である労働者家族の維持のために必要な生

活手段の価値に帰着する，ということは，換言すれは，労働者がその生涯にお

いて稼得する賃金総額で家族を養い，さらに自已の退職後の生活費のための貯

蓄を行うということである。そして，杜会的な平均寿命でその生涯を終るとす

れぱ，その時にはすべて貯蓄は取崩されてしまっており，何らの遺産も残らな

い。これは労働賃金の本質規定から当然に引き出される論理的な帰結である。

　この考え方においては，労働者がその生涯において稼得する総賃金は労働力

の再生産費であることが明確にされているが，生涯に渡ってのその支出方法に

sokyu
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ついては，個人的営為として問題にされていない。しかし，貯蓄はこの個人的

営為としての消費過程から発生し，労働者階級全体としてみれば，一定の条件

さえあれは杜会的総資本の蓄積とも密接に関わり合うものであることは，すで

に触れたとうりである。そして，労働者が生涯において稼得する賃金総額を生

涯のどの時点で，どのように支出するかということは，とりもなおさず，どの

ように貯蓄を形成するかということである。

　マルクスの賃金理論とは本質的に異るため，われわれの立場に立って解釈し

なおす点は多いが，労働者の生涯におげる賃金所得とその支出に関しては，ラ
　　　　　　　　（9）
イフ。サイクル仮説が有効な分析の手掛かりになるであろう。

　ここでは細かい点はともかく，ライフ1サイクル仮説をわれわれの立場から

利用するに当って，明確に解釈しなおしておかなげればならない点は，本仮説

の中心になる消費（貯蓄）主体は誰かという点である。

　ライフ。サイクノレ仮説の原形はすでにI．フィ！ヤーやRハロヅトにみられ

るが，その内容を明確にし仮説として確立したのはF．モヂリアー二とR．ブラ

ンバーグである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
　ところで彼等はこの仮説の出発点を消費者選択の理論に置いている。したが

って，消費（貯蓄）主体はこの場合あくまでも消費者（COnSumer）一般であり，

あるいは単なる個人（individua1）ということになっている。しかし，これら

の消費者　般あるいは単なる個人の中には，労働者のみならず，資本家も含ま

れており，具体的には自営業老，自由業者等々の多様な人々を含んでいる。こ

れらの労働老以外の人々は賃金を唯一の収入源とするわげではない。とくに資

本家や法人経営者の場合は全都又は大部分の所得が剰余価値という場合が多

い。このような人々の所得は労働力の再生産費としての賃金とは本質的に異り，

したがって所得金額がその生涯生計費と関連する経済的論理は存在したい。

　また，F．モヂリアー二は次のようにも言っている。rLCHモデル（ライフ

1サイクル1モテル）は将来の労働所得，資産収益率及び生涯の長さに関する
　　　　　　　　　　　　　　　　　但）
主観的な確実性の仮定に基ついていた」。ここでは，明らかに剰余価値の蓄積

としての資産からの収益も対象にされているが，かかる収益はこれまで見てき
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たように，生涯生計費と関連する必然性はないのである。そういう意味で彼等

のいうライフ。サイクノレ仮説で労働者以外の人々，とくに資本家の家計消費

（貯蓄）の行動を労働老とともに論ずることは，本来無理である。しかしこの

ことは，本仮説が労働者の家計におげる消費・貯蓄行動の分析にとって有効な

手段であることを否定することにはならない。

　したがって，以下においてわれわれなりの立場からこの仮説を利用して，労

働老の家計貯蓄の形成とその意義を明らかにしたい。

　まず次のような仮定をおいて考察することにする。

　第1，労働者の生涯を（第2図一生涯と退職後の生活一参照）成育時代，就

業時代，退職時代に3分する。この場合，労働者の生涯と生活資金の関係は就

業時代に稼得した賃金総額で退職時代の生計も立てるものとする。したがって

杜会保障給付等の所得再分配は捨象される。

　第2，就業時代における賃金収入はその年齢に応じて変化するのが普通であ

るが，ここでは一定と仮定する。また，退職時代には所得はゼロであり，貯蓄

に対する利子所得は捨象する。労働人口は不変とする。

　第3，生涯を通じて消費水準は一定とする。

　第4，労働者の生涯において価値革命は起らず，したがって物価水準の変動

は起らないものとする。

　第5，労働者の生涯は平均寿命までとし，その年齢ですべての労働者が生涯

を閉じるものとする。

　以上のような仮定のもとに，所得，消費，貯蓄，資産の関係を図示してみる
　　　　　　　　　　㈹）
と，第5図のようになる。

　この図では，年々の所得はY（T），消費はC（T）で示されるので，生涯所

得（われわれの場合では，労働者が就業時代に稼得する賃金総額に限る）は

Y（T）Nとなる。これに対し，生涯消費は（N＋M）C（T）である。したがって，

　　　　　　　　　　　N　　　　　　C（T）＝　　　　Y（T）　　　　　　　　　　　　　（1）
　　　　　　　　　　N＋M

　　　　　貯蓄をS（T）とすれぼ
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第5図　所得・消費。貯蓄1資産

Y（所得）

C（消費）

A（資産）

（L－N）NY

L

マ

O

　　A（T）／　　・

　　↓／

　！’　Y（T）　　、
、・“　　　↓

貯蓄
＼C（T）一

＼↓

貯蓄取崩し

N－
　Y
L

　　　　　　’、＿一一一一一一一一一一一N一一一一一一一一一一’N、一一一一1M一一一’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　蓬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　壁

（出所）Mod1g11an1，F“L1fe　Cyc1e，Ind1v1dua1

　　　Thr1ft，and　the　Wea1th　of　Nat1ons，”

　　　τ加λ榊〃0伽亙60〃0〃0肋伽〃，

　　　June1986より

S（T）N＝C（T）M

　　　　　　M　　S（T）＝　　｛Y（T）＿S（T）｝
　　　　　　N

　　　　　　M　　S（T）＝　　　Y（T）
　　　　　N＋M
　　S（T）＿　M

Y（T）N＋M

L
死
亡

T（年齢）

（2）

（3）

　（3）式から明らかなように，（仮定された条件から当然のことであるが）貯蓄

性向は就業時代（N）と退職時代（M）の比率によって決まることになる。

　このライフ・サイクノいモデノレから引ぎ出される幾つかの含意についてみて

　　㈹
おこう。

　第1，人口や所得が定常状態の杜会においては，総個人貯蓄はゼ剛こなる。

すなわち「時問的にみて消費水準が円滑な経過をたとるためには，全盛期に貯
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
蓄をし，年老いてその取崩しを行う。生涯を通じての全貯蓄と全取崩しはし等

い」。

　第2，人口や1人当り個人所得のいずれか，又は両方が増加していく杜会で

は総貯蓄はプラスとなる。実際にはこれらの成長率が高げれば高いほど、総所

得に対する貯蓄率はますます高くなる。成長している経済においては，将来の

退職者は常にその人数や又は生涯所得あるいはその両者において，現在の退職

者を超えている。その結果，将来の退職に備えるために必要な貯蓄は現在の退

職者の貯蓄引出しを常に超過する。

　第3，今年の所得における変化は，次のような範囲内においてしカ㍉今年の

消費に影響を与えない。すなわち，現在の消費が，すべての将来におげる消費

と同様に，生涯の消費可能資源の一般的再評価から利益を受げる範囲内におい

て。これは，所得の変化が永続性がないならぱ，消費に対してほとんど影響し

ないということである。

　第4，資産所得率が高いと，個人はより多く消費することができるし，逆に

低いと退職後のために所得の中からより多く貯蓄しなげればならない。したが

って，これを全人口に拡張してみると，総貯蓄率は資産所得率に逆比例するこ

とになる。

　以上のような含意のうち，第4のものについては，われわれが抽象化・単純

化のためにおいた仮定の範囲を超えていることと，さらに労働賃金の基本的性

格から，個人的に資産所得を得ることは不可能である（論理的に）ことと矛盾

する。ただし，より現実的条件を導入すれぱ，個人的にも労働老がかなりの水

準の資産を形成し，資産所得を得ることも可能なことを否定するものではな

い。

　また，第3の含意は所得変化の消費（貯蓄）に及ぼす影響の問題であり，最

初の仮定を越えた領域の問題である。

　われわれは漸次具体化するにつれて，最初の仮定を次ぎ次ぎにはずして行く

方法をとるが，そこではまだ所得水準一定の仮定ははずさず，労働力人ロー定

の仮定をはずしてみる。この場合，その増加率を一定とする。
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　第5図は一労働者の生涯と賃金，消費，貯蓄及び資産の関係がタイム・シリ

ーズで示されたものであるが；し永しそれは，クロース1セクション分析にも

使用できる。

　仮りに，労働者が20歳から就業時代に入り，60歳で退職し，61歳牟ら退職時

代に入り，75歳で生涯を終えるとすると，一方で20歳から60歳の労働者が貯蓄

し，他方では61歳から75歳の退職老が取崩しを行うが，最初に仮定した条件の

下においては，年々の貯蓄額と取崩し額が等しいので，労働者階級全体として

みれば，杜会的には純貯蓄をしていることにはならない。

　しかし，ここでまず労働人口（ここでは就業人口と等しいものとする）が一

定であるという仮定のみをはずして，特定の比率で増カ日するとしよう。この場

合，賃金，消費，貯蓄の関俸を図示してみると，第6図のようになる。

　この図においては，40歳以下の労働者の人口が増加したケースを取りあげて

いる。人口が増加しないヶ一スの場合は第5図と同様に，就業時代の現役労働

者の貯蓄額と退職時代の労働者の貯蓄取崩し額は等しい。

第6図　所得・消費・貯蓄

　　　　　　　一労働人口が増加する場合一

Y（所得）

一C（消費）

S（貯蓄）

F
G
A　　貯蓄
P
B

H

　　　貯蓄
K
R

C

D

貯蓄取崩し

0 Q
20　　　　　　40

N L
60　　　　75T（年齢）
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鴛鴛竈讐D，LE／両老は等｛

　ところが，40歳以下の労働人口が増加することによって，20歳から40歳の労

働者の賃金総額は［コAOQJから，［コFOQHに増加した。もし，貯蓄率に

変化がないものとすれは，貯蓄総額は口ABR1から□FPKHに変化す
る。

　　　　　［コFPKH＝［コGPKI＋〔コFGIH

　　　　　口GPK1＝□ABR1とすれは

　　　　　［コFPKH＝〔コABRJ＋［コFGIH

したがって，口FG1Hはl1歳以下の労働人口の増11にょる貯蓄の増加分を

示すことになる。この貯蓄の増加分は杜会的な労働者階級の貯蓄純増分であ

り，杜会的総資本の再生産過程におげる蓄積基金として機能しうることにな
（注）

る。

　㈲　筆者は「個人貯蓄と再生産」島根大学法文学部紀要『経済科学論集』第11号及ぴ

　　「労働者の貯蓄と資本蓄積」同第12号，「労働者の貯蓄と再生産」『生活経済学会会

　　報』第3巻において，再生産表式に労働考の貯蓄を導入した拡大再生産表式を展開し

　　ているが，その場合の労働者の貯蓄率とは，いずれも労働者の賃金総額に対するこの

　　貯蓄純増分の比率のことを指している。

　なお，同様な労働者階級の貯蓄純増分（：蓄積基金）の形成は，賃金所得の

増加や貯蓄率の上昇によってももたらされるが，これらの場合には一層具体的

な諾条件を考慮し，現実により接近した次元での考察が必要になる。

7。む　　す　　び

　労働賃金は労働力の再生産費に等しいという命題に立脚したがらも，労働人

口が増加し，実質賃金水準が絶えず変化する（長期的トレンドとしては上昇傾

向にある）動態的経済においては，労働者も階級として杜会的に純貯蓄を形成

することを見てきた。この純貯蓄は当然のことながら，直接には消費需要を形

成しない部分であり，杜会的再生産過程においては，剰余価値の蓄積部分と同
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様に機能することになる。換言すれば，労働者の純貯蓄が発生する隈り，それ

は蓄積基金として機能することになる。

　従来この点について，労働者は理論的には貯蓄をしないものであり，したが

って，労働者の賃金所得の一部が杜会的総資本の再生産過程で蓄積基金として

機能することは全く考えられていなかった。労働者の貯蓄がとり上げられるに

しても，信用制度次元で一時的に余っている消費資金が貯蓄され，貸付資本の

極く一部として取り扱われ，本格的な研究対象とはなり得なかった。

　しかし，本論においては，第1に，労働者の貯蓄は労働力再生産の観点から

必然的であること，第2に，労働者が個人としての労働力再生産の次元で貯蓄

する以上，動態的な経済過程においては，労働者階級による杜会的な観点から

みた純貯蓄の形成もまた必然的であること，第3に，労働者の純貯蓄は剰余価

値の蓄積と同様に，杜会的総資本の再生産過程において，一定の条件（ありふ

れた現実的条件）さえあれは，蓄積基金として機能しうること，等の諸点を明

らかにしたO

　以上明らかにしたような，労働老貯蓄の基本的性格を踏まえることによっ

て，労働者をはじめとする一般庶民の貯蓄に関わる諸問題の現状分析や少額貯

蓄非課税制度等の政策論が科学的に展開されうることになると考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和62年12月15目
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